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京都府地球温tIIイに対策条例密18粂第1項 (常18と 宮18粂 客 α t し

特定事業者の

主たる業種 発酵工業(1733)。医薬品原薬(1761)・その他の有機工業薬品(1739)

該当する事業
者要件

軍 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換
算して1,500キロリットル以上))
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック
又はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)
京都府地球温暖化対策条例施行規貝」第 10条 第4号該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出
事業者 (二酸化炭素に換算して31000トン以上))

お

持

計 画 期 間 平成  18 年  4 月 平成  20 年 3 月

基 本 方 針 エネルギー消費の削減、廃栗物発生の抑制、リサイクルの推進等、環境マネジメントシステム活動の
一環

として∞2の削減を目指す。

推 進 体 制 事業所長を本部長とする環境管理組織の設置と実施計画の策定。

年度ごとの具
体的な取組汲
び措置

工

施設管理部門 ポイラ室内観官保温材設置にともなう放熱の削減(目標数値5■l

18～ 19 工場製造部門 空槻段環デマンド制御装置導入による年間稼効率の抑制(目採数値研)

18～ 19 工場製造部門 省エネ型撰碗の更新による年間消費電力量の削減(目標数値研)

全 体 アイ ドリングストンブ運動の実施

温室効果ガス
の排出量等 排出区分

基準年度 〔冥演)
( 17 )年 度
〈二酸化炭来張算 〈t))

日椋年度 (計画)

( 19 )年 度
〈二酸イヒ炭寒換算 〈■))

削減率

(計画)
〈%)

A事 業所年排出区分 5j926 1 5,633 t -50 %

B輸 送車両排出区分 t t %

cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1                 5,926 1 2               5,633 t -50 %

その他の地球
温暖化対策に
よる温室効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

(二酸化炭策換算 (t))

iの保全及び整備 〈輩伸面積) て吸収二) t

府内産の木材の利用 (ネU用ま) m' (削滋量 ) t

自然エネルギーを利用した電
力又は熱の供給

(完電二) kwh (肖Jtta) t

(熱供給曇) CJ て労り渡i) t

グリーン電力の購入 (購入a) kwh 〈肖り減長) t

肖」減量等合計 t

差引排出量

〈排出合It一肖J滋告合It)

基準年度 (ち 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
ネ1            5'フ ち  t 427●9     ざ `SS t 一iθ %

特 記 事 項 当事業所では、2004年度よリエネルギ
ー消費削減活動に取り組み、昨年度末時点で2004年度を基準とし原油換算数値

220KLの肖J減を達成。平成18年度省エネ法改正にともない、エネルギー管理の視野を熱などといつた分野まで拡大し、
19年度事業所全体で朝の削減を目標に取り組む。
また、長年培つてきたバイオテクノロジーの技術を生かし、環境ビジネス対応表品の開発に取り組んでいます。

連 絡 先 担 当
立

ロ 暑

担 当 者 氏 名

住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ ツ番 号

I●Ll該 当する□には、 レ印を記入してください。特定事業者以外で自主議力0される事業者の方は、レ印のヨ入は不要です。

2「 基準年度Jと はIt画翔間の前年度を、 「目標年度Jと は計画期間の最終年度をいいます。

3「 事業所等排出区分Jと は、京都府内の事業所年の事業活動のためのエネルギーの使用に伴い発生する温宣効果ノスを、 「輸送車両排出区分J
とは 自 動車連送手業者については債用の本拠の位置を京都府内とする車両の排出する温宣効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物車
両スは旅客車阿の排出する温室効果ノスを、 丁そのltt排出区分Jと は 上 ■以外の京都府内における事業所告の事業活動に伴い発生する温宣効
果ガスをいいます。


